
児童労働撤廃に向けた国際ルール形成

2020年2月5日

JICAイベント 「SDGsとチョコレート」
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世界における児童労働の現状

現在も世界の子どもの10人に1人が児童労働に従事。既存の取組みだけでは、
SDGsの目標である「2025年に児童労働をゼロに」は達成困難

世界の子どもの10人に1人
が児童労働者

児童労働とは、

・15歳未満の義務教育を妨げる労働

・18歳未満の危険有害労働

• カカオ
• 砂糖
• コーヒー
• タバコ
• コットン

• 現状のペースでは、
SDGsの目標（2025年
までに児童労働ゼロ）
は達成困難

 児童労働に従事する子どもが世界で1億5,200万人

 その内7,300万人は、子ども兵士等の含む危険・有害労働に従事
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2000 2004 2008 2012 2016 2025

世界で児童労働に
従事する子どもの数（億人）

児童労働が発生している製品・サービスなど（例）

• 魚・エビ
• 金
• コバルト
• レンガ
• サッカーボール

• 路上での物売り
• 電気製品の解体
• 買春・ポルノ
• 麻薬の売買
• 子ども兵

児童労働の特徴
•教育の享受を妨げる
•健康的な発育を妨げる
•有害で危険
•子どもを搾取

…
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Child Labor Free Zone制度は、社会環境の整備により、児童労働のない地域を
つくり、認証していく取組み。「ＡＣＥ」が深く支援

Child Labor Free Zone
“児童労働のない地域”

児童労働が起きないエコシステムが構築された地域

全ての子どもが
教育を享受

 教育環境の整備

 地域コミュニティによる子ども保護活動

 Child-friendlyな社会規範

子どもが教育を受けられる社会環境の構築

『Child Labor Free Zone（CLFZ）』とは？

ガーナ政府・ガーナ現地NGO・ACE・Deloitte等が
連携して、CLFZ認証基準を検討中

認定NPO法人 ACE

1997年設立。インドとガーナで子どもを支援。
日本で市民や政府、企業に働きかけ、
ソーシャルビジネスなどを通じて、
児童労働の撤廃と予防に取り組む国際協力NGO

 （参考）日本で生産されるチョコレートの原料のカカオ
の内、ガーナ産のカカオは約8割に上る

日本で生産されるチョコレートの
原料のカカオの原産地
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ガーナCLFZ制度構築に向けた今までの取組み

2018年にNPO法人ACEがガーナ政府と連携を開始して以降、Deloitteもサポート。
約1年半かけた制度設計を経て、2020年3月にガイドラインをローンチ予定
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2018.7
ガーナ政府とACEが協力し
CLFZ制度設計を進める
ことを合意

2018.11
全国ステークホルダー
会議を開催
主催：ガーナ雇用労働省、

ACE、現地生産者組合
スポンサー：Deloitte

2019.7
郡レベルのコンサル
テーションを実施

2020.1
National Steering 

Committeeの会議
（ガイドライン最終化）

2020.3
ガーナCLFZ

ガイドライン
ローンチ予定

2019.3
Technical 

Working Group

でガイドライン詳細化
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第1回ナショナルステークホルダー
ダイアログ（全国関係者会議）

（2018年11月29日）（於 ガーナ クマシ）

 ガーナ雇用労働省（MELR）

 ガーナ農業労働者組合（GAWU）

 NGO「ACE」

 NGO「CRADA」

 Deloitte （DTC）

DTCメンバも参画した会合の様子

D
e

lo
itte

は
制
度
設
計
の
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
を
実
施

Deloitteは、2018年の全国ステークホルダー会議以降の各活動のスポンサーとなる。
また、制度設計に関するアドバイザリー支援も実施

ガーナにおけるCLFZの認証制度の設立
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Validation Meetingの様子

先週ガーナで開催された会議にて、ガーナCLFZ認証制度のガイドラインを最終化。
ガーナ雇用労働関係大臣も出席。2020年3月にはローンチ予定

Source: GhanaWeb 2020/1/30

 2020年1月28日、ガイドライン最終化に向
けた会議を、ガーナのアクラにて、ACE、デ
ロイト、ILO、GAWU（ガーナ農業労働者組
合）、CRADA（ガーナNGO）により開催

 ガーナ雇用労働関係大臣によるスピーチ
が、ガーナのニュースに掲載

Deloitte
↓

ガーナ雇用労働
関係大臣

↓ ACE
↓

Photo: Lightroommedia
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ガーナにおける
CLFZ認定制度の確立

CLFZの
国際規格化or国際条約化

CLFZ産品の
WTO関税撤廃

CLFZに関する国際ルールを策定し、
世界中にCLFZを設立

CLFZ産品をWTO関税撤廃（関税ゼロ化）し、
児童労働によらない産品の取引拡大

ガーナにおいてCLFZ認定制度を確立し、
ガーナ国内にCLFZを多数設立

対象産品の例

カカオ 魚 コバルト

「良いもの」の定義をつくり
(Definition)

普及させ
(Standardization)

「経済合理性」を与える
（Preferential Treatment）

児童労働しないほうが
「儲かる」好循環の実現

世界のルールを変える3つのステップ

ガーナでの制度作りを出発点として、今後3つのステップで世界のルールを変え、
児童労働を撤廃する仕組みを構築

※CLFZ：Child Labor Free Zone（児童労働のない地域）7
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児童労働フリー製品の「関税撤廃」の効果

「関税撤廃」による流通プロセス上の「経済合理性」の変革で、児童労働のない製品
の方が「安く行き渡る」仕組みを構築

ペースト
価格

カカオ豆

価格

チョコ
価格

児童労働
不使用の場合
（GOOD）

関税
ゼロ化

加工費
等

＋

輸入の
関税

＋

加工費
等

＋

関税
ゼロ化

輸入の
関税

＋ チョコ
価格

児童労働
使用の場合
（BAD）

“児童労働
のない”

チョコの方が
安い

GOOD

GOOD

GOOD

BAD

“安く流通させる”ことにより…

“児童労働
のない”

チョコの方が
売れる

カカオ豆

価格

BAD

人件費
等

＋

児童労働
使用の場合
（BAD）

“安く作る”ことよりも…

“児童労働
のある”

チョコの方
が安い

A国

B国

児童労働フリーの
カカオ関連製品

児童労働による
カカオ関連製品

輸入

高安

“児童労働のない”チョコの方が安い世界を実現

製品価格＋関税

100円 40円

輸入価格

140円
輸入価格

100円

製品価格＋関税
100円 0円

より売れる
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何故、児童労働撤廃にあたり、「関税」を活用するのか？

既存の制度では2025年までの児童労働撤廃が間に合わないことが予測される中、
「関税」の活用は、市場を大きく変えて社会課題を解決する可能性を持つ

既存制度の限界

「高価だが社会に良いもの」の市場拡大の遅さ

 既存のエシカル消費の仕組みでは、消費者・企業の意識向上に
時間がかかり市場拡大が進まず、児童労働撤廃が遅れる

消費者の意識の
低さ

エシカル消費の
市場規模の
小ささ

 国際フェアトレード認証製品の市場規模：
約9470億円（世界・2016年）
約114億円（日本・2016年）

 フェアトレード認知度：6.3%（日本・2015年）

関税制度の可能性

人・社会のための製品の普及を促した関税制度が存在

 関税撤廃により、モノの価格は大きく変わり、市場変革が可能。
実際、開発途上国への配慮等を目的に、医薬品やIT製品の
関税は一部撤廃済み

• 現状のペースでは、
SDGsの目標（2025

年までに児童労働
ゼロ）は達成困難

2.46
2.22 2.15

1.68
1.52

2000 2004 2008 2012 2016 2025

世界で児童労働に
従事する子どもの数（億人）

…

医療品関税の撤廃

A国 B国

薬の
関税ゼロ概要 • 医薬品および医薬品中間体の関税撤廃

• 人々が安価な医薬品を入手可能とするこ
と＆薬の開発促進を目的とする

• 約1万品目の関税がゼロとされており、年
間約2億米ドルの節税効果

目的

効果

輸
入
価
格

関
税

情報技術協定

A国 B国

IT製品の
関税ゼロ概要

• コンピューター、医療機器等IT関連製品
の関税撤廃

• 人々がIT製品を安価に入手可能とするこ
とによるIT技術の普及促進を目的とする

• 358品目の関税がゼロとされており、年
間約1兆3,000億米ドルの節税効果

目的

効果

（Information Technology

Agreement, ITA)

輸
入
価
格

関
税

児童労働フリー製品の関税撤廃により、「社会に良いもの」を安くし、
消費者や企業の意識向上を待たずに、エシカル消費市場を拡大して児童労働を撤廃

理由１ 理由2
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医薬品関税撤廃の概要

※ INTERCEPT （The International Committee for Elimination of 

Pharmaceutical Tariffs、医薬品および医薬品中間体関税撤廃民間協
議会）とは
• 米国、欧州、カナダ、スイス、日本の製薬企業および業界団体を
中心に結集した会議体

• 日本からは日本製薬工業協会インターナショナル・トレード・コミッ
ティが代表メンバーとして参加

概要

 医薬品関税相互撤廃民間協議会（INTERCEPT※）によ
り医薬品および医薬品中間体の関税撤廃を実施

 ウルグアイ・ラウンド交渉(1986年～1994年)時、世界
の医薬品貿易量の9割を占める国(日本、米国、EC(当
時)22ヶ国)の間で同一の医薬品関連産品の関税を撤
廃することに合意

 新薬の開発に併せ、1997年、2000年、2007年、2011

年に品目リストの見直しが実施、現在は約1万品目の
関税撤廃を実施

目的
 医薬品および中間体の関税撤廃により、医薬品の効率の
良い開発、製造および販売が行われ、人々の健康の維
持・向上が実現することを目指す

対象国  EU、日本、米国、カナダ

インパクト
 世界的には年間約2億米ドル（INTERCEPT集計）の節税
効果（2008年時点）

関税撤廃事例① 医薬品関税撤廃品目

医薬品関税撤廃の効果

国際貿易の推進
医薬品関連産品に係る国際貿易が促進され、各
国国内での安価な医薬品の入手が可能

医療の進歩への貢献
医薬品の製造・開発の際の原材料にかかるコス
トの削減

有効成分
（原体）

原料 中間体 医薬品

【医薬品ができるまで】
・関税撤廃の対象は医薬品および中間体

化学合成 → さらなる
化学合成

カプセル
充填等

→
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情報技術協定（ITA)の概要

関税撤廃事例② 情報技術協定（ITA ; Information Technology Agreement)

11

概要

 1997年に発効した複数国間協定
 コンピューター類、半導体、医療機器などIT関連製品の関
税撤廃を実施
 2015年12月、技術進歩に伴うIT製品の機能向上や新
製品の開発に対応するため、ITA拡大交渉により、従
来の157品目に加えデジタル複合機、半導体製造装
置、デジタルビデオ、通信機器、CTスキャンやMRIな
どの医療機器など201品目が追加

目的

 IT関連製品の関税をゼロにすることにより、IT技術の普及
を世界に促進し、生活を豊かにすること
 この普遍的なビジョンが各国にも共有されたことが、交
渉妥結の大きな要因

対象国

 ITA参加国・地域は、2018年5月時点で82メンバー、（拡
大ITAへの参加は、うち53メンバー）

 ITA参加国が実施した関税撤廃は、ITA非参加国を含む
全WTO加盟国からの輸入に適用される（最恵国待遇）

インパクト

 対象品目の世界貿易額の96%をカバー（2018年5月時
点）
 ITA拡大により、日本からの輸出品の場合、約1,700

億円の関税が撤廃される見込み

Source: Australian Governmant Department of Foreign Affairs and Trade

【対象製品例】

ITA参加国・地域(82メンバー）
アフガニスタン、バーレーン、ドミニカ共和国、エジプト、エルサルバドル、ジョージア、ホンデュラ
ス、インド、インドネシア、ヨルダン、カザフスタン、クウェート、キルギス、マカオ、モルドバ、モロッ
コ、ニカラグア、オマーン、パナマ、ペルー、カタール、ロシア、サウジアラビア、セーシェル、タジキ
スタン、ウクライナ、アラブ首長国連邦、ベトナム
うち、ITA拡大交渉参加国・地域（53メンバー）
日本、米国、EU（及びEU加盟28か国）、台湾、韓国、コスタリカ、マレーシア、豪州、カナダ、タ
イ、ノルウェー、中国、スイス、リヒテンシュタイン、シンガポール、香港、フィリピン、ニュージーラ
ンド、イスラエル、モーリシャス、モンテネグロ、グアテマラ、アイスランド、アルバニア、コロンビア

【対象国】

ヘッドフォン ビデオゲーム GPS機器 ビデオカメラ

ペースメーカー 超音波機器 半導体製品 MRI
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CLFZ産品の関税撤廃を定める協定素案をDTCが作成。現在、各ステークホルダー
へ提案を実施中

12

Child Labor Free Trade協定（素案）

…
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CLF

カカオペースト

CLF

チョコレート

CLF

カカオ豆

13

カカオ製品別の輸入関税

実際に、チョコレートをはじめとしてカカオ関連製品の一部には高い関税率が
設定されているため、関税撤廃の効果が大きい

一次産品 中間加工 最終加工 消費

Ghana Japan

Ghana Japan

USA: 6%

Canada: 6% 

Korea: 13%

Japan: 18%

EU: 10%

Korea: 5%

Japan: 10%
（カカオペースト
の場合）

Korea: 5%

China: 2%

Mexico: 5% 

Japan:   0%

サプライチェーン

JapanEurope

Zero Tariff

Zero Tariff

Zero Tariff

関税率
（現状）

関税無税化の
インパクト







児童労働の撤廃

 CLFPの市場競争力
の向上
 輸入関税撤廃により、

CLFPが非CLFPと
比較して安くなり、
より多く調達される

CLFP

CLFP

CLFP

CLFZ

CLFZ

CLFZ

* CLFZ: Child Labor Free Zone

* CLFP: Child Labor Free Products

Ghana
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【参考】各国のカカオ関連製品に対する輸入関税率

Importer

EU USA Canada Australia Japan Switzerland China Mexico

South 

Korea NewZealand Chile

カカオ豆(1801.00)

MFN% - - - - - - 8.0 5.0 5.0 - 6.0

mil $ 4,564 1,218 180 3 161 132 63 90 29 5 0

Impact - - - - - - 5.0 4.5 1.5 - -

カカオペースト（脱脂）
(1803.10)

MFN% 9.6 - - - 5.0 - 10.0 5.0 5.0 - 6.0

mil $ 792 108 80 35 52 38 75 65 17 8 10

Impact 76.1 - - - 2.6 - 7.5 3.2 0.9 - 0.6

カカオペースト（未脱脂）
(1803.20)

MFN% 9.6 - - - 10.0 - 10.0 5.0 5.0 - 6.0

mil $ 183 123 25 46 2 0 3 3 0 1 0

Impact 17.6 - - - 0.2 - 0.3 0.1 - - -

カカオバター
(1804.00)

MFN% 7.7 - - - - - 22.0 5.0 5.0 - 6.0

mil $ 1,130 595 165 98 131 178 72 43 9 19 22

Impact 87.0 - - - - - 15.7 2.1 0.5 - 1.3

チョコレート（詰物）
(1806.31)

MFN% - 5.6 6.0 5.0 10.0 - 8.0 - 8.0 5.0 6.0

mil $ 73 324 112 75 77 41 71 38 60 26 7

Impact - 18.2 6.7 3.8 7.7 - 5.7 - 4.8 1.3 0.4

チョコレート菓子
(1806.32)

MFN% - 3.0 6.0 5.0 18.4 - 10.0 - 8.0 5.0 6.0

mil $ 329 524 127 101 153 34 55 25 38 53 15

Impact - 15.8 7.6 5.0 28.1 - 5.5 - 3.0 2.6 0.9

チョコレート菓子
(1806.90)

MFN% - 2.2 5.2 5.0 17.6 - 8.0 - 13.4 5.0 6.0

mil $ 407 1,068 543 302 71 165 163 108 141 75 42

Impact - 23.9 28.3 15.1 12.5 - 13.1 - 18.8 3.8 2.5

・MFN(%) (a)

・Import Trade Value(mil US$)   (b)

・Trade Impact (mil US$) (a)*(b)

Source: World Tariff, UN Comtrade, *The order of countries is the amount of trade value

*MFN税率(%)：実行最恵国（Most-Favoured-Nation）税率。
WTO加盟国からの輸入の際に一般的に適用される税率。
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児童労働の発生原因と本アプローチのFocus Point

CLFZ関税撤廃は、児童労働を引き起こしている多数の原因のうち、
主にビジネスニーズ（企業・消費者の低コスト・低価格の追及）を解決するものである

世帯収入が低く子どもを働かさざるを得ない
（原因：農業生産性が低い／親の体調不良／親の教育レベルの低さ／インフ
ラの不足 等）

親・子どもの教育に対する意識・モチベーションが低い
（原因：教育の重要性を知らない／学校が遠い／学校設備が悪い／教師の質
が低い）

児童労働
の発生

供給

需要

消費者

企業

児童労働の問題を認識してない

コスト競争力確保のため、安い労働者（児童労働）を求める
（調達コストの低い製品を購入する）

社会に良い製品よりも、安い商品を求める

児童労働の問題を認識してない

CLFZ関税撤廃
による解決の
Focus Point

児童労働の監視機能が弱い
（原因：公的機関の労働監督の予算不足／地域住民による監視機能の不足）

CLFZ関税撤廃
の関連制度により
可能な限り
アプローチ
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CLFZ関税撤廃による受益者と非受益者

CLFZ関税撤廃によって、生産国の子どもたちとその周囲の人々、児童労働に配慮し
た製品を製造・販売・消費する企業・消費者が、利益を得る

Beneficiary

受益者

Non-Beneficiary

非受益者

 生産国の子どもたち

 生産国の子どもの親、コミュニティ

 児童労働に配慮した製品を製造・販売する企業

 社会に配慮した製品を求める消費者

 税収を減らす先進国の政府

 児童労働に配慮しない製品を製造・販売する企業

  

beneficiary

 

Supply Chain

子どもたち 生産者 買付業者 中間加工業者 最終加工業者 流通業者 輸入国政府 小売店 消費者
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